
Ⅰ．はじめに

　近年，木材価格の長期的な低迷，林業労働者の高齢化・不足，

更にはシカの食害被害の多発等の影響から人工林を皆伐した跡地

に再造林せず放置するという「再造林放棄」が，全国的に広がり

つつある。その再造林放棄は，傾斜が急な林地や森林所有者が同

一の市町村に在住していない林地で多い。つまり傾斜と森林所有

者の不在村状態の２つの要因が大きく作用している（森林総合研

究所，２００４）といわれており，再造林放棄は九州地方でも大きな

問題となりつつある。

　我が国の再造林放棄に関する最近の研究として，以下のものが

挙げられる。吉田（２００３）は，地理情報システム（GIS）用い，

大分県を対象に調査研究し，４市町村全域の放棄地と再造林地を

含めた伐採地についてクラスター分析を行った。その結果，放棄

地は傾斜が緩やかで林道からの距離が近い立地条件の良い所に分

布するが，再造林地は立地条件の悪い所に分布することが示され

た。また，堺（２００３）は，人工林施業放棄の実態を把握する目的

として，全国１３道県の全森林組合を対象にアンケート調査を行い，

森林組合は人工林施業放棄の把握状況を的確に把握していないら

しいこと，人工林施業放棄地を多くもつ森林組合に，組織・事業

規模の違いによる際だった特徴はないこと，人工林施業放棄の地

域差は，各地域社会における林業の位置付けと大きく関わってい

ること等を示した。

　本研究では，わが国の中でも活発に林業生産活動を続けている

宮崎県に注目し，再造林面積と伐採面積の回帰分析から再造林率

の推定を試みた。その際，第１に，伐採面積にラグを持たせ何年

前が，どの程度，再造林面積に影響を及ぼしているのかを見た。

第２に，近年，再造林放棄が増えているか否かを見るために，

１９９７，１９９８年を境に前期（１９８９～１９９７），後期（１９９８～２００３）と

分けて検討した。第３に宮崎県下で地域差があるかどうかを見た。

また既存統計資料による再造林率の推定結果の妥当性を検討する

ため、宮崎県や九州大学等が行っている再造林放棄地に関する調

査結果からも再造林率を推定する等の比較検討を行った。

　なお，分析にあたっては，宮崎県４４市町村について１９８９年から

２００３年までの１５年間の宮崎県環境森林部のデータをパネルデータ

として使用した。

Ⅱ．再造林放棄問題の背景

（１）全国の傾向と宮崎

　再造林放棄は，人工林面積の減少，森林資源の縮小と水土保全

機能の低下さらには斜面崩壊等の危険性を増大させる。これを懸

念して，林野庁は民有林の造林未済地つまり伐採後３年以上経過

した人工林伐採跡地のうち更新していないものの調査を行った。
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これによれば，１９９９年２２，０００ha であったものが２００３年では

２５，０００ha と，スギ林が主伐可能な４０年生以上の人工林面積約５４０

万 ha の０．５％にも満たないが，造林未済地は増加してきている。

　図－３は造林未済地の多い上位２０県を示したものである。土地

面積の大きいトップの北海道を除くと，宮崎，岩手，秋田，三重，

大分，島根，山形，奈良，青森と続く。これら上位の県は木材生

産が活発なところが多い。宮崎は１９９１年以降１４年連続スギ生産日

本一で，総素材生産量も北海道に次いで多い。再造林放棄の多寡

を見るには伐採面積に対する再造林比率を見るのが望ましいが，

都道府県別の皆伐面積の統計資料がないため，造林未済地面積を

針葉樹素材生産量（農林水産省統計情報部，２００５）で割った再造

林放棄率を算出した。造林未済地面積１９位の東京が９．２７と最も高

い値を示し，次に１位の北海道５．１１，３３位の香川県４．３３，３位の

岩手県３．８４，２位の宮崎県は３．４１と５位とやや下がり，低位に

あった東京，香川が高い比率を示した。しかし，ほぼ造林未済地

面積が大きい県が高い値を示した（図－１）。

（２）宮崎県の造林・伐採と当期再造林率の動向

　図－２より針葉樹主伐面積は，１９８９年から近年まで全般にほぼ

上昇傾向にある。より詳細に見ると，１９９６年には１９８９年の約２倍

の１，７３６ha，それ以降は１９９８年までは減少，１９９９，２０００年と増加

した後再び減少し，２００２年からやや増加して２００３年では１，５４７ha

となってきている。これに対し針葉樹再造林面積は，１９８９年は約

７００ha で１９９４年まで横ばい，１９９５年に約１，１００ha と増加し，それ

以降は下降するものの１９９８年には１，４５６ha と１９８９年の約２倍に増

加した。しかし，１９９９年には８８８ha まで再度下降して，２０００年か

ら上昇傾向を示した。このようにいずれもかなり増減が顕著であ
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図－１．造林未済地の多い上位 20 都道府県

図－２．宮崎県の針葉樹主伐と再造林面積
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る。次に，針葉樹主伐面積に対する再造林面積の比率（再造林

率）を見てみると，１９９０年には７９．７％再造林されていたが，１９９６

年には約６０％まで下降した。その後，１９９８年には９８．４％と回復す

るが，１９９９年と２０００年は約５０％まで下降，２００１年からは近年まで

は約７０～８０％の上昇となっている。

　１９９８年だけ突出して再造林面積が増加している。これは，１９９８

年の４４市町村全体の再造林面積が高くなっており，調査上の問題

と考えられる。よって，後の回帰分析では，１９９８年の再造林面積

のデータを除いて分析することとする。また，２００１年からの再造

林率の上昇傾向の原因は，２００１年から複層林施業よる造林が統計

調査の対象となったことによる。

　図－３は，宮崎県における地域別の針葉樹主伐面積に対する再

造林面積の比率（再造林率）の推移である。ここにおいて宮崎県

の西臼杵支庁，東臼杵，児湯，中部，西諸県，北諸県，南那珂の

７支庁農林振興局を北部（西臼杵，東臼杵），中部（児湯，中部），

南部（西諸，北諸，南那珂）の３つの地域に区分している。

　北部の再造林率を見ると，１９８９年は６４．４％で中部（１２１％），南

部（９３．３％）に比べ低いが，１９９０年には８４．６％と地域の中で１番

高くなっていた。１９９１年以降から１９９７年までは約６０～７０％と横ば

い傾向で，１９９８年に９６．１％と急激に増加し１５年間で最も高くなっ

た。そして，１９９９年には，４２．８％と最低となり，１９９９年以降から

は上昇傾向を示している。

　中部の再造林率は，１９８９年に１２１％と１５年間で最も高く，それ

以降は減少傾向で１９９２年で６０％以下となる。１９９３年と１９９４年には

約８０％となるものの，１９９６年には４１．３％まで下がり最低となった。

１９９８年には１０７％と北部同様，急激に増加し，２０００年には４８％と

下がり，それ以降から上昇傾向となっている。

　南部においては，１９８９年に９３．４％と高く，それ以降からは１９９１

年（８５．８％）と１９９８年（９７．５％）を除けば，ほぼ横ばい傾向であ

る。毎年，最低でも５０％以上は再造林されている。

（３）不在村森林所有者と再造林

　近年，不在村者所有森林の増加が挙げられる。通常，不在村所

有者の場合，遠くに居住していることから特に手入れ不足となる

可能性が高いと指摘されている。２００５年度の全国の不在村者所有

森林面積は３２７万haであり，私有林面積１，３３７万haの約４分の１

を占めるまでになった。

　宮崎県が調査した１９９９年度と２００４年度の不在村所有森林面積の

調査を基に，当期再造林率と不在村率（私有林面積に対する不在

村者所有森林面積の割合）との相関関係を求めると，以下のよう

になる。１９９９年度では，当期再造林率と不在村率の相関係数は

０．１７６，２００４年度では，当期再造林率と不在村率の相関係数は

０．０７２でゼロに近く，ほぼ無関係であると考えられる。

Ⅲ．宮崎県における再造林面積率の分析

　異常値のみられた１９９８年を除く１９８９～２００３年における宮崎県市

町村別のパネルデータによって，当期の再造林面積と５年間のラ

グを取った皆伐面積（AMHA t to AMHAt-５）の関係をみると，

（１）式のようになる。各変数の推定値は説明変数間の線形重合

を避けるため，Almon lag モデルによった。

（１）５年のタイムラグを持ったモデル

（１）REFAt=β０・AMHAt+β１・AMHAt－１＋β２・AMHAt－２

　　　　　　＋β３・AMHAt－３＋β４・AMHAt－４＋β５・AMHAt－５

・Almon lag model

（２）REFA=γ０・Z０＋γ１・Z１＋γ２・Z２

（３）Z０=AMHAt+AMHAt－１ +AMHAt－２＋ AMHAt－３

　　　＋ AMHAt－４＋ AMHAt－５

（４）Z１=AMHAt－１ + ２・AMHAt－２＋３・AMHAt－３
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図－３．宮崎県地域別の針葉樹主伐面積に対する再造林面積比率
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　　　＋４・AMHAt－４＋５・AMHAt－５

（５）Z２=AMHAt－１ + ４・AMHAt－２＋９・AMHAt－３

　　　＋１６・AMHAt－４＋２５・AMHAt－５

　ここにおいて，パラメータβ iは，皆伐後 i年の総皆伐面積に

対する再造林率を表す。（１）式のβ０，・・・・・β５は，２次の多

項式（β s＝γ０＋γ１・S＋γ２・S ２；　 S＝０，１，２）で近似でき

るとした場合のAlmon lag（山本，１９９５）を用いて，（２）～

（５）式によって推定される。またこの式は定数項なしの制約付

きで推定している。

　表－１は，（２）式の推定結果で，Z0の係数は０．４６１，Z1の係数

は－０．３２５，Z2の係数は０．０５１である。各係数の t－値は Z0，Z1，

Z2ともに皆高く有意であるが，Z2の符号がマイナスとなっている。

自由度調整済み決定係数は０．８６０であった。推定された Z0，Z1，

Z2の係数値γを２次の多項式に代入し，５期前の伐採時期モデル

β０～β５を求めると表－２の結果となった。

　これによれば，同期の針葉樹主伐面積の係数は０．４６１と同期で

４６．１％再造林され，１年後に１８．７％再造林されるという結果と

なった。よって，同期とその次の年を合わせて約６５％が再造林さ

れるものの，残りの３５％は放置されていることになる。

（２）期間区分モデル

　近年，特に再造林放棄の傾向が増加しているか否かを検証する

ため，１９９２～１９９７年を前期，１９９８～２００３年を後期と分けた，期間

区分モデル（６）式を作成した。針葉樹再造林面積（REFA）は，

同期の針葉樹主伐面積（AMHAt）と１期前の針葉樹主伐面積

（AMHAt－１）と２期前の針葉樹主伐面積（AMHAt－２）と３期前

の針葉樹主伐面積（AMHAt－３）と，係数ダミーを用いた同期の

針葉樹主伐面積（AMHAt・D）と１期前の針葉樹主伐面積

（AMHAt－１・D）と２期前の針葉樹主伐面積（AMHAt－２・D）と

３期前の針葉樹主伐面積（AMHAt－３・D）により説明される。な

お，この係数ダミー変数は前期を０としたものである。もし最近

再造林放棄が増加傾向にあれば，係数ダミーはマイナスとなるこ

とが予想される。ここでもβ０，　･･･，β７の推定には，これらの

分布ラグ係数が２次の多項式（β s＝γ０＋γ１・S＋γ２・S ２；　 S

＝０，１，２）で近似できるとしたAlmon lag を用いた。

（６）REFAt＝β０・AMHAt＋β１・AMHAt－１＋β２・AMHAt－２

　　　　　　＋β３・AMHAt－３＋β４・AMHAt・D

　　　　　　＋β５・AMHAt－１・D＋β６・AMHAt－２・D

　　　　　　＋β７・AMHAt－３・D

・Almon lag model

（７）REFA＝γ０・Z０＋γ１・Z１＋γ２・Z２・D＋γ３・Z０・D

　　　　　　＋γ4・Z1・D＋γ５・Z２・D

（８）Z０＝ AMHAt＋ AMHAt－１＋ AMHAt－２＋ AMHAt－３

（９）Z１＝ AMHAt－１＋２・AMHAt－２＋３・AMHAt－３

（１０）Z２＝ AMHAt－１＋４・AMHAt－２＋９・AMHAt－３

　表－３は，（７）式の推定結果である。後期の再造林率を示す

係数ダミー変数の推定結果（γ 3，γ 4，γ 5）の t－値が低い。

これを基に求めた（６）式のβ iが表－４である。これによれば，

やはり前期と当期の再造林率は約６５％となる。しかし後期の再造

林率は当期と前期合わせて－４％と僅かにマイナスであるが，こ

の算出もとの後期の係数ダミー変数の推定結果（γ 3，γ 4，γ 5）

は充分有意ではない。従って，既存統計数量からは，最近いわれ

ているほど，宮崎県の再造林放棄の傾向は顕著に出ていない。

（３）地域区分モデル

　（１１）式は，再造林の地域差を把握するため，北部，中部，南

部の３つの地域に区分した地域別モデルである。即ち，再造林面

積（REFA）は，同期の針葉樹主伐面積（AMHAt）と，係数ダ

ミーを用いた中部の針葉樹主伐面積（AMHAt・Dchubu）と南部

の針葉樹主伐面積（AMHAt・Dnanbu）によって説明される。

よって，北部の再造林率は同期の針葉樹主伐面積の係数によって

表され，これを基準に他の地域の再造林率が推定されることにな

る。

（１１）REFAt=β０・AMHAt+β１・AMHAt・D Chubu

　　　　　　+β２・AMHAt・D Nanbu
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表－１．（２）式の推定結果：REFA

P －値t －値標準誤差係数変数

［．０００］　２２．２０６０．０２１　０．４６１Z0：γ0

［．０００］－１３．４２１０．０２４－０．３２５Z1：γ1

［．０００］　１０．５１９０．００５　０．０５１Z2：γ2

自由度調整済決定係数　R２：０．８６０，標準誤差：１０．９２６，観測数：３９６

表－２．Almon lag モデルによる（１）式の再造林率推定結果

　０．４６１β０当期に伐採に対する再造林率

　０．１８７β１１期前に伐採に対する再造林率

　０．０１５β２２期前に伐採に対する再造林率

－０．０５５β３３期前に伐採に対する再造林率

－０．０２３β４４期前に伐採に対する再造林率

　０．１１１β５５期前に伐採に対する再造林率

表－３．（７）式の推定結果：REFA

P －値t －値標準誤差係数変数

［．０００］　２１．３０３０．０２６　０．５４９Z０：γ0

［．０００］－１０．８４４０．０５４－０．５８１Z１：γ1

［．０００］　７．３５５０．０１９　０．１３７Z２：γ2

［．７４５］－０．３２５０．０３５－０．０１１Z０：D：γ3

［．５００］－０．６７５０．０７２－０．０４８Z１：D：γ4

［．２２２］　１．２２３０．０２５　０．０３０Z２：D：γ5

自由度調整済決定係数R２：０．８８６，標準誤差：９．２８８，観測数：４８４

表－４．Almon lag モデルによる（６）式の再造林率推定結果

　０．５４９β 0前期の当期に伐採に対する再造林率

　０．１０５β 1前期の１期前に伐採に対する再造林率

－０．０６５β 2前期の２期前に伐採に対する再造林率

　０．０３９β 3前期の３期前に伐採に対する再造林率

－０．０１１β 4後期の当期に伐採に対する再造林率

－０．０２９β 5後期の１期前に伐採に対する再造林率

　０．０１３β 6後期の２期前に伐採に対する再造林率

　０．１１５β 7後期の３期前に伐採に対する再造林率

表－５．（８）式地域モデル推定結果：REFA

P －値t －値標準誤差係数変数

［．０００］　６６．０２１０．０１０　０．６３８AMHAt：β0

［．０４３］－２．０３１０．０２５－０．０５２AMHAt・Dchubu：β1

［．００８］　２．６４３０．０１９　０．０５０AMHAt・Dnanbu：β2

自由度調整済決定係数　R２：０．８６３，標準誤差：９．４０９，観測数：６１６
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　表－５は，地域別モデルの推定結果である。各説明変数の推定

値は，同期の針葉樹主伐面積（AMHAt）０．６３８，係数ダミーを用

いた中部の針葉樹主伐面積（AMHAt・Dchubu）－０．０５２，南部の

針葉樹主伐面積（AMHAt・Dnanbu）０．０５０となった。いずれの t

－値も５％水準で有意となっている。北部の再造林率は６３．８％，

中部の係数ダミー変数はマイナスで再造林率は係数ダミー変数の

推定値を差し引いた５８．６％，南部は再造林放棄地が少ないといわ

れているが，６８．８％の再造林率と３つの地域の中で最も高い結果

となった。南部の再造林率が高いという結果の理由としては，国

有林地帯であること，また南那珂の林業は，古くからオビスギを

中心に積極的な造林が行われており，現在においても県内で最も

人工林率（７５％）が高いということが挙げられる。

Ⅳ．再造林放棄地に関する調査結果

　宮崎県林業技術センターが２００４～２００８年度の５年間で九州大学

等と共同で行っている再造林放棄地の実態（位置，立地・環境要

因）調査における２００４年度の結果では，次のことが示された（福

里和朗，２００５）。人工衛星ランドサットの画像解析調査により，

宮崎県では１９９８～２００２年末までの５年間で，２，４６８箇所が伐採さ

れた可能性があることがわかり，国有林の４９１箇所を除外した残

りの１，９７７箇所を対象に，伐採の有無，植栽の有無，伐採年，林

小班（位置）等について現地調査された。その結果，１，９９７箇所

のうち①林業経営のために伐採され再造林が行われていたのは

８０４箇所，②林業経営とは無関係に開発（施設，道路開設）など

で伐採が行われているのが２５６箇所，③人工衛星調査では伐採さ

れた可能性があるとされていたが，現地調査では伐採が行われて

いないのが２４２箇所，④再造林放棄地が３５０箇所，また，⑤現地調

査では場所や伐採が分からない不明なものが３２５箇所と指摘され

た。

　この結果から，伐採に対しどのくらい再造林されているかを推

定｛①／（①+② +④）×１００｝すると，宮崎県では５７％再造林

されていることになる。先の既存統計資料による面積の再造林率

の推測では約６５％であるから，この調査結果よりやや多い。また，

地域的な再造林放棄地の分布は，県中部で少なく，一ツ瀬川流域

から五ヶ瀬川流域の県北部で多いという結果で，宮崎県らの調査

結果では，３５０箇所の再造林放棄地のうち８３．９％は県北部が占め

ていた。また，再造林放棄地の中には，植栽はされたものの，獣

害により全滅し，そのまま放置状態の箇所も見られ，今後，この

ような造林地が増加する可能性があると考えられている。この調

査で，３２５箇所の不明箇所があり，これらの詳細な調査を進める

と，再造林放棄地の箇所数はさらに増加すると予想されている。

　なお，２００２年度に宮崎県が行った，無立木地が１ ha 以上を含

む箇所を対象とした植栽未済地調査では，県南部に位置する南那

珂の無立木地面積が大きくなっており，南那珂の中でも串間市の

無立木地面積は５７１．５ha であった。

Ⅴ．結　論

　近年，「再造林放棄」の問題が，全国的に広がりつつあり，林

業が活発なところほど増加している傾向にある。この背景には造

林費はおろか伐採費すらも出ない可能性のある低価格な木材市場

の状態によるところが大きい。わが国の中でも旺盛な林業生産活

動を続けており，再造林放棄面積も大きい宮崎県に注目し，再造

林面積と伐採面積の回帰分析から再造林率の推定を試みた結果，

以下のことが指摘された。

　１９８９～２００３年の宮崎県市町村データに基づいた再造林率の推定

結果，約６５％が当年と前年度の伐採面積から再造林されており，

それ以前の伐採面積はほとんど影響がなかった。また，最近の再

造林放棄傾向を見るため，１９９８年を境に前期，後期に分けて再造

林率を推定したところ，後期に若干減少傾向が窺えるもののほと

んどゼロに等しい上に，推定結果は統計的に有意でなかった。

従って，少なくとも既存統計から推計すると一般的にいわれてい

るほど，過去に遡って伐採されたものが再造林される傾向は伺え

ず，最近いわれているほど再造林放棄が増えている傾向は見られ

ない。

　県らが行っている人工衛星等による調査結果に基づいて推定し

た面積ではなく箇所数による再造林率は５７％で，上記推定結果よ

りやや少ない。しかし，これは面積でなく箇所数によるものであ

り，既存統計量から推定した６５％の再造林率は実態と大きくかけ

離れた結果ではないといえよう。なお，３２５箇所の不明箇所があ

り，これらの詳細な調査を進めると，再造林放棄地の箇所数はさ

らに増加すると予想される。更に，宮崎県を南部，中部，北部と

分けると，中部が最も再造林率は低く南部が高かったが，宮崎県

らの調査では，県北部が多いという少し異なった結果であった。

　なお，宮崎県の場合，再造林比率と不在村率の相関係数がほと

んどゼロで，再造林放棄と不在村者数との関係は既存の統計上は

見られなかった。

　今後の課題としては，本研究では，文献・資料の収集と既存統

計データによる分析であったが，県らが行った調査と大きくかけ

離れた結果ではない。このことは既存統計資料を用いての分析が

有効であることを意味する。しかしながら，基礎の統計量による

分析には，現地調査等との整合性を確認する必要がある。また，

再造林放棄の問題は，立地条件，林業所得，木材価格等の経済的

要因も考慮した研究を行う必要がある。

引用文献

福里和朗（２００５）林業みやざき　４８７：１０－１１．

農林水産省統計情報部（２００５）木材需給報告書．p．７１，農林統計

協会，東京．

堺正紘（２００３）森林組合アンケートにみる人工林施業放棄の実態．

（森林資源管理の社会化．３７２pp，九州大学出版会，福岡）．

６２－７５．

森林総合研究所（２００４）研究の森から，No１２５，森林総合研究所，

URL : http://www.ffpri.affrc.go.jp/.

山本拓（１９９５）計量経済学．３６２pp，新世社，東京．１６８－１７２．

吉田茂二郎（１９９８）再造林放棄地の立地条件と植生の回復状況．

（森林資源管理の社会化．堺正紘編，３７２pp，福岡）．４６－６１

（２００６年１１月１１日受付；２００７年１月１５日受理）

5

九州森林研究　No．６０　２００７．３

Title:rin-114-p001-005 Page:5  Date: 2007/04/05 Thu 08:52:13 


